
１．目　的

　　社会福祉協議会は、災害時において被災した地域や住民の暮らしとコミュニティの再
　生を支援し、復興に向けて被災者に寄り添い、ボランティア活動や地域の各種団体・関
　係機関とのネットワークを総合調整するなど重要な役割を担っています。
　　一方で日頃の備えがなくては、災害の混乱時に迅速・的確な支援活動を展開すること
　はできません。

　　そこで、被災者支援の現場である市町村社協において、災害時の支援活動が迅速・的
　確に行えるよう、初動期の組織体制や役割、関係機関との連携、災害ボランティアセン
　ターの設置運営などを明確にした、「市町村社協災害対応マニュアル」策定を支援するこ
　とを目的に本事業を実施いたします。
２．内　容

　　今年度または来年度中に災害対応マニュアル策定を目指す市町村社協をモデルとして

　指定し、アドバイザーより随時助言・情報提供等を行うとともに、必要な場面（職員研
　修・マニュアル内容検討会議等）に応じて数回程度アドバイザーを現地へ派遣し、直接
　助言・情報提供等を行います。また、アドバイザー派遣に際しては、沖縄県社協職員も
　同行し必要なサポート等を行います。
３．主　催　

　　沖縄県社会福祉協議会（沖縄県ボランティア・市民活動支援センター）

４．アドバイザーについて
　（1）氏　名：桑原　英文（くわはら　ひでふみ）　氏
　（2）所　属：JPCom代表

　（3）実　績：①災害支援活動

　　　　　　　　　阪神淡路大震災以降、数多くの被災地で支援活動を行い、現在も災害
　　　　　　　　ボランティア活動支援プロジェクト会議の幹事として、東日本大震災の
　　　　　　　　復興支援のために宮城県を中心に支援活動を行っている。

　　　　　　　
　　　　　　 　②沖縄県における関わり
　　　　　　　　・　Ｈ19年度実施の「災害被災者支援力パワーアップ事業」において、
　　　　　　　　　事業推進アドバイザーとして関わり、宜野湾市伊佐区における避難所
　　　　　　　　　生活シミュレーション訓練等で助言・アドバイスを行う。
　　　　　　　　・　「沖縄県社協災害救援マニュアル」の策定において、その災害支援
　　　　　　　　　経験や専門的知識から的確な助言・アドバイス等をもらう。

　　　　　　　　・　Ｈ22・23年度実施の「市町村社協災害対応マニュアル作成研修会」
　　　　　　　　　において講師として関わり、県内市町村社協の状況についても理解し

　　　　　　　　　ている。
　　　　　　　③その他

　　　　　　　　数多くの地域において、災害マニュアル策定アドバイザーとして関わる。
５．対　象

　　今年度または来年度中に災害対応マニュアル策定を目指す市町村社協（３カ所以内）

６．事業実施期間

　　対象社協決定後～平成２５年３月３１日

７．募集について

　（1）応募方法

　　　　　別紙応募用紙（様式１）と事業計画書（様式２）を作成のうえ、沖縄県社協へ
　　　　　郵送
　　　　　※様式データ（Word）が必要な場合は、下記事務局までご連絡ください。

　
　（2）応募要件

　　　　　災害対応マニュアル策定を通じて、社協組織内の体制強化を図ると共に、地域
　　　　住民や関係機関と協働のもとに災害支援活動が展開できる「地域の防災力」向上
　　　　を目的としていることから、以下に適していることを要件とします。

　　　　●社協組織全体で災害対応マニュアル策定に取組む体制にあること

　　　　●「地域の防災力」向上の視点を持ち、地域住民や関係機関を巻き込みながら取
　　　　　り組めること

　
　（3）選定方法

　　　　　応募書類をもとに、以下の選定基準や地域バランスを考慮し、県社協において
　　　　選定を行います。選定結果は、沖縄県社協より通知をいたします。なお、選定の
　　　　際に応募内容等の説明を求める場合があります。
　　　　【選定基準】

　　　　　①応募要件を満たしているか

　　　　　②実現性があるか
　　　　　

　　　　※上記基準のほか、災害対応マニュアル作成の進捗状況等により、アドバイザー

　　　　　派遣の必要性があるか等についても考慮します。
　
　（4）応募締切

　　　    平成２４年６月２２日（金）

　
　（5）選定結果
　　　　  応募締切後、2週間以内に結果通知を送付します。
７．経費負担

　（1）アドバイザーへの手当て

　　　　①　通信媒体（電話、メール、ＦＡＸなど）にて随時行うアドバイス料について
　　　　　は、沖縄県社協負担といたします。

　　　　
　　　　②　現地直接指導に係る手当て（職員研修講師、マニュアル検討会議出席等）に
　　　　　ついては、原則当該社協負担といたします。

　　　　　　その際は、1時間あたり6,000円を基準として支給するものといたします。な
　　　　　お、沖縄県社協職員に対する手当ては必要ありません。

　
　（2）アドバイザーへの旅費

　　　　　現地直接指導に係る旅費は、3回を限度とし沖縄県社協が負担いたします。4回
　　　　目以降の旅費については、原則当該社協負担となります。
　
　（3）その他経費

　　　　　上記以外の事業実施に係る費用（研修会場使用料・会議費・マニュアル印刷費

　　　　等）は原則当該社協負担といたします。

８．事業実施の流れ（案）・・今年度策定の場合
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※上記、7月・１１月・２月にアドバイザーによる現地派遣を予定しています。詳細日程に
　ついては、実施決定後の調整といたします。
９．報告書の提出

　　平成25年4月5日（金）を期限とし、報告書（様式３）および関連資料等を提出いた

　だきます。

１０．留意事項

　（1）　本事業による、指定は今年度限りです。次年度以降の専門家への手当てや旅費に
　　　　ついては、当該社協負担となりますのでご注意ください。なお、専門家との連絡
　　　　調整等については、県社協を通じて行うことが可能です。
　（2）　事業終了後、実践事例の発表依頼等を行う場合がございますので、可能な限りご
　　　　協力ください。

１１．問合せ・申込み先
　　沖縄県社会福祉協議会　沖縄県ボランティア・市民活動支援センター（新屋）

　　〒903-8603　那覇市首里石嶺町4-373-1

　　TEL：098-884-4548　　FAX：098-884-4545　E-mail：shinya@okishakyo.or.jp

（様式１）
市町村社協災害対応マニュアル策定支援事業
　応　募　用　紙　

平成24年　　　月　　　日

	社　　　協　　　名
	

	Ｔ　　　Ｅ　　　Ｌ

Ｆ　　　Ａ　　　Ｘ
	ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

	担当者氏名（部署・役職）
	
	E-mail
	

	応募動機

（貴社協におけるマニュアル策定の必要性や取組むうえでの組織体制などを踏まえて記入してください）


	

	貴社協のこれまでの災害に関する取組みについて教えてください。（マニュアル策定については下記項目に記入のこと）


	

	貴社協の災害対応マニュアル策定に対するこれまでの取組みについて教えてください。


	

	貴社協がマニュアル策定を行うことにより、地域や関係機関等に対しどのような効果（メリット）を期待しますか。またその効果（メリット）を得るためにどのように働きかけますか。

	

	マニュアル策定にあたり、貴社協が連携・協働を想定してる関係機関を教えてください。

（団体名のみ記載）

	


（様式２）
災害対応マニュアル策定

事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社協名：　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年　　　月　　　日　　　
貴社協の現時点における災害対応マニュアル策定の事業計画を記入してください。
	
	実施内容
	備　考

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	１０月
	
	

	１１月
	
	

	１２月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月
	
	

	
	
	

	
	
	


※現在、災害マニュアル策定に関する事業を実施している場合は、関係資料等の添付もお願いいたします。
（様式３）
災害対応マニュアル策定

事業報告書

　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社協名：　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年　　　月　　　日　　　
（１）実施内容
	実施月日
	実施内容
	備　考

	
	
	


（２）事業効果（成果）
	事業実施による効果（成果）
	≪貴社協における効果（成果）≫



	
	≪関係機関における効果（成果）≫



	
	≪地域における効果（成果）≫




（３）課題・反省点
	


（４）その他感想・意見等
	


※事業実施に関わる資料等がございましたら併せて添付してください。






・地域や関係機関との取組み


・職員研修


・マニュアル作成














・マニュアル案の提案
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市町村社協災害対応マニュアル策定支援事業


実　施　要　項





（情報共有・意見交換等）


・実施社協合同 中間事業報告会








（マニュアル作成・職員研修・地域や関係機関との取組み等）


・検討会議に基づいた取組みの開始





募集案内＆決定





・マニュアル策定に向けた検討会議


・事業スタート





【電話・メール・ＦＡＸなどを用いた、専門家への随時の相談】








アドバイザー現地派遣





アドバイザー現地派遣





アドバイザー現地派遣
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